
様 式 第 一 号 の 三 （ 表 面 ） を 次 の よ う に 改 め る 。 様 式 第 一 号 の 三 （ 裏 面 ） 記 載 要 領 ４ 中「６欄に無料の」 を「５欄の業務の内容等は、附帯業務に

ついては無料の」 に 改 め 、「業務ごとに」 の 下 に「、退職管理の適正を確保するための措置について

は退職管理の適正を確保するために必要と認められる措置の内容及び退職管理の適正を確保するた

めに必要と認められる措置として行う無料職業紹介事業の内容を、それぞれ」 を 加 え 、 同 記 載 要 領

に 次 の よ う に 加 え る 。

５ ６欄の取次機関は、国外にわたる職業紹介事業を取次機関を利用して行う場合のみイから

ハまでに掲げる事項を記載すること。

様 式 第 四 号 中「不服のあるときは」 の 下 に「、行政不服審査法（平成26年法律第68号）の規定に

より」 を 加 え 、「60日以内」 を「３箇月以内」 に 、「、厚生労働大臣に対し」 を「厚生労働大臣に対し、」
に 改 め 、「また、処分の取消しの訴えは」 の 下 に「、行政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）の規

定により」 を 加 え 、「６か月以内」 を「６箇月以内」 に 改 め る 。
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